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行がようやく確立した時期（1945 年）に第 2 次大戦に敗北したわが国は，旧
少年法の全面改正（事実上の廃止）を余儀なくされ，1948 年に，当時のアメリ
カの少年法制を範として現行少年法を制定することになった。現行少年法
は， 旧少年法の態度を大きく変え， 20 歳未満を少年としたうえで （2条 1項）， 




















ている（45 条 5 号）。
公訴を提起された少年被告人については，基本的には成人被告人と同様の
手続のもとで刑事裁判が進められるが（公開法廷での裁判，裁判員裁判など），少




































 3）　ちなみに，法務省法務総合研究所編『平成 30 年度犯罪白書』（2018 年）129 頁に
よれば，2017 年度の少年刑事事件においては，刑事処分相当逆送が 2,087 人（刑法
犯等検挙人員 50,209 人中の約 4.16%），起訴された 2,028 人のうち公判請求が 187
人，家裁への再送致 17 人，不起訴・中止が 42 人であった。また，同 130 頁によれ
ば，通常第一審における科刑状況として，有罪総数 94 人の内訳は，無期懲役 1人，
不定期刑 18 人，執行猶予付きの定期刑 72 人，罰金 3 人であり，それら以外に家裁
移送が 23 人であった。なお，廣瀬健二「少年に対する刑事処分」家庭の法と裁判 9
号（2017 年）61 頁以下は，1987 年度から 2016 年度までの重大・凶悪な少年刑事事
件について，科刑の実状を詳細に紹介・分析しており，非常に興味深い。





 6）　公表順に，丸山雅夫 「少年法 61 条の意義」 社会と倫理 20 号 （2006 年） 63 頁以下，
同「少年刑事事件と裁判員裁判」社会と倫理 25 号（2011 年）187 頁以下，同「少年
法 55 条による家庭裁判所への移送」南山法学 38 巻 3・4 号（2015 年）55 頁以下，








する罪（刑 73 条・75 条〔当時〕）と尊属殺人罪（同 200 条〔当時〕）を別にして，
死刑および無期刑を科すことを絶対的に否定し，死刑または無期刑による処
断が相当な事案については，いずれも 10 年以上 15 年以下の範囲内で定期刑
を科すことにしていた（旧 7 条）。なお，旧 7 条 1 項および旧 8 条 1 項にいう
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「処断スヘキトキ」というのは，法定刑に法律上の加重減軽および酌量減軽
を加えて得られた処断刑を意味するもので，この点は現行 51 条 1 項および
52 条 1 項においても同様である。
また，執行猶予を言い渡す場合を除いて（旧 8 条 3 項），長期 3 年以上の自
由刑で処断すべきときは，処断刑の範囲内で短期と長期を定めた相対的不定
期刑を科すこととしたが （同 8条 1項本文）， 短期が 5年を超える場合は 5年に
短縮し（同但書），短期 5 年と長期 10 年をそれぞれ不定期刑の最長限度とし
た（同 2 項）。有期刑の執行は，少年受刑者用に特に設けられた施設（少年刑
務所）で行い，23 歳までの執行継続が認められた（同 9 条）。さらに，仮出獄
については，無期刑の場合は 7 年，行為時 16 歳未満の者の緩刑処分（有期定
期刑への減軽）の場合は 3 年，不定期刑の場合は短期の 3 分の 1 の経過を要件
とした（同 10 条）。刑の執行終了が認められるための仮出獄後の経過期間
























































 7）　森田明「大正 11 年少年法の成立過程」同『少年法の歴史的展開　〈鬼面仏心〉の
法構造』（信山社，2005 年）11 頁以下参照。他方，重松一義「旧少年法の画期的保
護主義とその展開」同『少年法の思想と発展  法改正をめぐる歴史的アプローチ』
（信山社，2002 年）119 頁，渡邊・前掲注 1）190 頁は，こうした旧法の構造を，犯
罪少年を刑法から分離したことに対する揺り戻しとして否定的に評価している。
 8）　森田明『日本立法資料全集 19  大正少年法（下）』（信山社，1994 年）927 頁。ま
た，当時の標準的な教科書であった，岩村通世『少年法』（日本評論社，1928 年）
32 頁，草刈融（山岡萬之助校閲）『少年法詳解』（松華堂，1936 年）19 頁以下，森
山武市郎『少年法』（日本評論社，1938 年）109 頁以下も，同様の説明をしていた。
 9）　岩村・前掲注 8）277 頁，草刈・前掲注 8）20 頁，参照。
10）　たとえば，泉二新熊「不定期刑トハ何ソ」法学新報 29 巻 10 号（1919 年）53 頁以
下。他方，相対的不定期刑の実務を批判したうえで理論的にも問題がある（憲法違
反）との指摘を紹介するものとして，森田明『日本立法資料全集 18  大正少年法
（上）』（信山社，1993 年）323 頁（大正 2年 12 月 25 日の「犯罪少年ニ関スル法律案
特別委員会日誌第 2回」における花井卓蔵委員の発言）。
11）　森田・前掲注 8）927 頁，928 頁。同様の説明として，岩村・前掲注 8）279 頁，草
刈・前掲注 8）21 頁。さらに，小西暁和「少年に対する不定期刑についての刑事政




14）　森田・前掲注 8）929 頁，930 頁。他方，草刈・前掲注 8）27 頁以下，森山・前掲
8注 8）113 頁以下は，早期の再社会化（国家の利益）と少年の利益を強調していた。
15）　森田・前掲注 10）371 頁（大正 3 年 7 月 13 日の「不良少年ニ関スル法律案主査委
員会日誌第 5回」における豊島直道委員の発言）。同様の観点から不定期刑の存在そ
のものを否定する主張も見られたが，仮出獄を司法判断とする見解自体は明確に否




19）　岩村・前掲注 8）36 頁，草刈・前掲注 8）36 頁，参照。
（2）　現行少年法の制定と刑事処分の運用







方で，旧法が死刑・無期刑相当事案を有期自由刑（10 年以上 15 年以下の定期
刑）への必要的減軽を認めていたのに対して，現行法は，必要的減軽の内容
を大きく改めたことにある。すなわち，現行法は，死刑相当事案を無期刑へ
の必要的減軽にとどめ（51 条前段），無期刑相当事案だけを必要的に 10 年以


















れる（最判昭和 25 年 11 月 9 日刑集 4 巻 11 号 2227 頁，最判昭和 26 年 12 月 21 日刑集 5
巻 13 号 2607 頁， 最判昭和 27 年 12 月 11 日刑集 6 巻 11 号 1294 頁， 最判昭和 48 年 12 月
24 日刑集 27 巻 11 号 1469 頁）23）。また，当初から 10 年を超える定期刑の言渡し
を意図して，無期刑を選択したうえで 51 条 2 項を適用することは，潜脱的








定期刑ではなく，不定期刑が科される（大阪高判平成 17 年 9 月 7 日家裁月報 58 巻
3 号 149 頁）。もっとも，不定期刑の活用は処分決定時 （内容的に確定した判決の言
渡し時）に少年であった者に限られることから（最判昭和 24 年 9 月 29 日刑集 3 巻




基準として不定期刑が科され（最決昭和 34 年 7 月 3 日刑集 13 巻 7 号 1110 頁），破
棄自判の場合は自判時を基準として定期刑が科されることになる（最判昭和
26 年 8 月 17 日刑集 5 巻 9 号 1799 頁）25）。なお，執行猶予を付す場合に不定期刑
ではなく定期刑を言い渡し，執行猶予が取り消された場合には定期刑が執行





伴って，少年刑務所での執行継続の限度を満 23 歳から 26 歳までに引き上げ
たことを別にすれば，旧法と同一である。少年用の「特別な刑事施設」であ
る少年刑務所においては，特に 2000 年以降の各種通達等によって（「受刑者





年刑務所入所受刑者人員は，1966 年には 1,000 人を超えていたが，その後は
減少の一途をたどり，2017 年度では 19 人にまで減少している28）。
仮釈放（2005 年の監獄法改正〔平成 17 年法 50 号〕までの用語は「仮出獄」であった
が，以下，現行の「仮釈放」で統一する）を経ない不定期刑の終了は，地方更生
保護委員会が管轄し（更生 16 条 5 号），刑の短期を経過した少年について刑事
施設の長（通常の少年受刑者の場合）または少年院の長（2000 年改正による 16 歳未
満受刑者の場合）からの申請にもとづいて，終了を相当と認めるときに終了決
定をする（更生 43 条・44 条 1 項・2 項）。終了決定通知が刑事施設または少年院
に到達した日に，刑期は終了したものとされる（同 44 条 3 項）。
4　仮釈放の期間要件（58 条）は旧 10 条と内容的に同一であり，仮釈放後






なかった。また，59 条 2 項は，特に有期刑との関係で，旧 11 条 2 項が「仮
出獄前に刑の執行を受けた期間と同一の期間」経過としていたのに対し，仮





た未決勾留日数を含まない運用である（「少年法第 59 条の解釈について」昭和 28
年 6 月 30 日保護 1062 保護局長通牒）31）。




条に対する合理的な例外であり，憲法 14 条 1 項（法の下の平等）に抵触する













33 年 3 月 12 日刑集 12 巻 3 号 520 頁 〔累犯加重〕， 最決昭和 37 年 4 月 10 日集刑 141 号 741




こで，次に，現行法制定時から改正を経験していない 54 条と 60 条を除い
て，改正の経緯と内容を確認しておくことにする。
　 注
20）　栗原平八郎「少年事件」熊谷弘ほか編『公判法大系 III  公判・裁判（2）』（日本評
論社，1975 年）199 頁，平場安治『少年法〔新版〕』（有斐閣，1987 年）443 頁，団
藤重光『刑法綱要〔第 3 版〕』（創文社，1990 年）598 頁，本庄武「少年に対する量
刑判断と家庭裁判所への移送判断」同・前掲注 5）198 頁，井田良ほか『裁判員裁判
における量刑評議の在り方について』司法研究報告書 63 輯 3 号（司法研修所，2012
年）70 頁，田宮ほか編・前掲注 4）493 頁，参照。なお，川出敏裕『少年法』（有斐
閣，2015 年）327 頁。
21）　たとえば，守屋克彦/斉藤豊治編集代表『コンメンタール少年法』（現代人文社，
2012 年）571 頁 〔本庄武〕，武内謙治『少年法講義』 （日本評論社，2015 年） 460 頁。





分」最高裁判所事務総局家庭局編『家庭裁判所の諸問題  下巻』（法曹会，1970 年）








26）　団藤重光/森田宗一『新版少年法〔第 2 版〕』（有斐閣，1984 年）413 頁。なお，
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澤登俊雄『少年法入門〔第 6 版〕』（有斐閣，2015 年）236 頁，丸山雅夫『少年法講
義〔第 3版〕』（成文堂，2016 年）342 頁。
27）　吉田秀司「少年院及び少年刑務所における処遇の現状と課題」法律のひろば 54 巻
4 号（2001 年）35 頁以下，服部善郎「今，少年刑務所では！」犯罪と非行 139 号
（2004 年）84 頁以下，宮川義博「少年刑務所における処遇の実情」家裁月報 57 巻 4
号（2005 年）1 頁以下，浜井浩一「少年刑務所における処遇」斉藤豊治/守屋克彦
編著『少年法の課題と展望  第 1 巻』 （成文堂， 2005 年） 258 頁以下， 林和治 「川越少
年刑務所における矯正教育の現状と課題」犯罪と非行 155 号（2008 年）34 頁以下。
2000 年改正前の状況については，所一彦「少年刑務所と少年院」ジュリスト 353 号
（1966 年）62 頁以下，参照。なお，花村博文「法制審議会少年法部会と少年受刑者
処遇」刑政 124 巻 6 号（2013 年）104 頁。
28）　法務総合研究所編・前掲注 3）130 頁。
29）　田宮裕/廣瀬健二編『注釈少年法〔第 3版〕』（有斐閣，2009 年）482 頁。
30）　柏木千秋『新少年法概説』（立花書房，1949 年）181 頁，最高裁判所事務総局家庭
局編『少年法概説』家庭裁判資料 14 号（1951 年）122 頁，市村光一『少年法概説』









（3）　2000 年改正と 2014 年改正
1　2000 年の少年法改正においては， ① 少年事件の処分等のあり方の見直
し，② 少年審判における事実認定手続の適正化，③ 被害者への配慮の充
実，が大きな柱であったが，①との関係で，51 条，56 条，58 条，59 条がそ
れぞれ改正された。また，2014 年改正において，51 条 2 項と 52 条，58 条 1
項が改正されている。
　2　2000 年改正の 51 条においては，1項と 2項が書き分けられたうえで（こ
14





慮されたことによる34）。また，51 条 1 項によって死刑相当事案で無期刑へ
の必要的減軽を受けた場合の仮釈放期間について，従来は 7年とされていた












され，その場合には少年に「矯正教育を授ける」ものとされた（56 条 3 項）。
これは， 16 歳未満の少年については， 年齢や心身の発達の度合い等から教育
的側面を重視すべき場合が多く，個々の少年の特性に応じた適切かつ柔軟な
刑の執行の確保が適当と考えられたことによる36）。この関係で，少年院法 1
条，2条 4号，14 条，16 条が改正され，16 条の 2および 17 条の 6が新設さ
れた。また，当時の犯罪者予防更生法 28 条および 48 条 2 項が改正され，法
務省設置法 10 条 1 項 1 号（少年院の事務）および 11 条 1 項 1 号（少年鑑別所の
事務）が改正されている。さらに，2014 年に成立した（2015 年施行）新少年院
法（平成 26 年法律 58 号）は，16 歳未満の少年受刑者用の少年院として第 4 種
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少年院を規定した （少院 4 条 1 項 4 号）。もっとも，少年の刑事事件の確定まで
には一定の時間がかかることもあり， 現在までのところ， 16 歳未満の少年受
刑者は発生していない。
3　51 条 2 項に関する 2014 年改正においては，無期刑を緩和する場合に
言い渡される定期刑の幅が，従前の 10 年以上 15 年から 10 年以上 20 年に変







刑は，10 年以上 20 年以下の枠内の定期刑として言い渡される38）。
52 条の改正は，多岐にわたり，文言上も複雑なものになっている39）。第
1 に，不定期刑の対象となる事案について，処断刑が「長期 3 年以上」とさ
れていた従前の制限が撤廃され，有期自由刑で処断されるすべての場合に不




10 年長期 15 年となり（52 条 1 項第 2 文），「10 年以上 15 年以下の懲役」が最
も重い不定期刑となった。これは，少年の重大・凶悪な事件について，無期















ず，かつ長期の 2 分の 1（長期が 10 年を下回るときは長期から 5 年を減じた期間）
を下回らない範囲内で短期を定めることができるとする特則が置かれたこと





















処遇について」平成 13 年 3 月 22 日矯教 672 矯正局長通達。




ある短期の 3 分の 1 を下回ることになるため，無期刑の緩和刑の仮釈放可能期間に
ついても，一般原則に従って，「刑期の 3 分の 1」の経過に改正されている（58 条 1
項 2 号）。
39）　それぞれの理由の詳細については，中村ほか・前掲注 37）62 頁以下参照。さらに， 
川出敏裕「少年に対する不定期刑の改正について」罪と罰 50 巻 2 号（2013 年）92
頁以下，小西暁和「少年に対する不定期刑についての刑事政策的考察（2・完）」早稲
田法学 90 巻 4 号（2015 年）1頁以下，参照。
40）　植村立郎「少年刑の改正」刑事法ジャーナル 36 号（2013 年）77 頁以下。
41）　武内・前掲注 21）463 頁，本庄武「少年有期刑の引上げ」同・前掲注 5）268 頁以
下。
42）　2014 年改正以降の少年受刑者の処遇については，松田治「少年受刑者の処遇につ







とづくものである（最大判昭和 27 年 12 月 24 日刑集 6 巻 11 号 1363 頁）。また，宣
告刑の軽重の判断は，刑名等の形式だけによるべきでなく，主文の全体的考
察から，被告人に対する実質的な不利益の有無で判断するものとされ（最判
昭和 30 年 4 月 5 日刑集 9 巻 4 号 652 頁），実質的な不利益の有無は法律的観点か


















運用（中間位基準説）がなされるようになり（最大判昭和 25 年 3 月 15 日刑集 4 巻 3
号 335 頁），それは現行法下の裁判例にも引き継がれた（最大判昭和 29 年 1 月 20










43）　竹下利之右衛門「判例批評」刑法雑誌 3巻 1号（1952 年）119 頁。
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44）　柏木千秋「少年」日本刑法學會『刑事法講座  第 3巻』（有斐閣，1952 年）644 頁， 
平野龍一『刑事訴訟法』（有斐閣，1958 年）322 頁，柳原嘉藤「不定期刑運用につい
ての実務上の諸問題」司法研修所報 21 号（1958 年）85 頁，香川達夫「判例批評」
刑事判例研究会編『刑事判例評釈集第 16 巻  昭和 29 年度』（有斐閣，1961 年）14
頁，森下忠「不定期刑の類型と量刑」法律のひろば 15 巻 7 号（1962 年）29 頁，竹
内正「不利益変更禁止の原則」日本刑法学会編『刑事訴訟法講座 3』（有斐閣，1964
年）130 頁，高田卓爾「不利益変更禁止の原則」『総合判例研究叢書  刑事訴訟法
（17）』（有斐閣，1965 年）278 頁，平場・前掲注 20）445 頁。





46）　栗田正「判例解説」『最高裁判所判例解説  刑事篇  昭和 32 年度』（法曹会，1958





































































47）　柏木・前掲注 44）644 頁，森下忠「不定期刑運用上の諸問題」刑法雑誌 3 巻 4 号
（1953 年）116 頁以下，柳原・前掲注 44）71 頁以下，竹内・前掲注 44）130 頁。さら





扱いについて」家裁月報 25 巻 8 号（1973 年）28 頁以下，小林・前掲注 24）6 頁以
下，栗原・前掲注 20）199 頁。さらに，平野泰樹「少年と刑罰」澤登俊雄先生古稀
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